
広島県仕事と家庭の両立支援企業登録制度実施要領 

 

１ 趣 旨 

  この要領は、広島県仕事と家庭の両立支援企業登録制度（以下「登録制度」という。）

について、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 目 的                        

  「仕事と家庭の両立」支援に取り組むことを宣言する企業等を、県が登録して支援すると

ともに、当該企業等の取組内容を県内外に広く紹介することなどにより、企業等における次

世代育成支援対策及び仕事と生活の調和の推進と、社会的気運の醸成を図る。 

 

３ 募集方法等 

（１）募集対象 

   広島県内に所在する企業等 

（２）募集内容 

   企業等のトップ自らによる、労働者の仕事と子育ての両立や地域における子育て等

を支援する旨の取組宣言（次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号。以下

「次世代法」という。）に基づく一般事業主行動計画策定届により都道府県労働局に届

け出た取組内容の公表）及び仕事と介護の両立を支援する旨の取組宣言（取組内容の

公表） 

（３）募集方法 

取組宣言書（様式 1 号）を県に提出させる。 

 

４ 登録基準等 

（１）県は、応募のあった企業等（以下「応募企業等」という。）の宣言する取組内容を 

確認し、登録基準に適合すると認められるときは、当該応募企業等を登録する。 

（２）登録基準は、次のとおりとする。（ア、イ及びエは必須。） 

  ア 都道府県労働局に一般事業主行動計画を策定した旨を届け出ていること、又は次

世代法第１５条の２の規定による認定（以下「特例認定」という。）を受けているこ

と 

  イ 都道府県労働局に一般事業主行動計画を策定した旨を届け出ている場合にあって

は、一般事業主行動計画に定めた事項のうち、次に掲げる事項のいずれかについて、

取り組むことを宣言（公表）すること（１つでも可。）、特例認定を受けている場合

にあっては、次世代法第１５条の３第２項の規定による次世代育成支援対策の実施

の状況の公表をすること 

   ① 妊娠中の労働者及び子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立等を

支援するための雇用環境の整備に関する事項 

   ② 働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備に関する事項 

   ③ ①及び②以外の次世代育成支援対策に関する事項 

 

  ウ イに加えて、介護を行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するため

の雇用環境の整備に関する事項について取り組む場合は、その内容を宣言（公表）

すること 

エ 宣言する取組内容が、応募企業等の現状を少しでも前進させるものであること 



（３）登録の有効期間は、登録日から一般事業主行動計画の計画期間の終了の日又は令和

17 年３月 31 日のいずれか早い日までとする。 

 

５ 登録の効果等 

（１）県は、登録した企業等（以下「登録企業等」という。）に登録証（様式２号）を交付

するとともに、県ホームページ及び県広報媒体を活用して広報する。 

（２）県は、登録企業等に対し、県の定める登録マークを企業案内等に使用することを認

める。 

（３）県は、登録企業等に対し、情報提供や助言等の支援に努める。 

 

６ 取組状況の確認 

（１） 県は、必要に応じて、登録企業等の取組状況について調査、確認することができる。 

（２） 登録企業等は、登録期間満了後、すみやかに取組状況について報告すること（様式

３号）。 

 

７ 登録の更新 

（１）登録企業等が登録の更新を希望する場合は、取組宣言書（様式１号）を登録証の有

効期間満了日までに提出しなければならない。 

（２）県は、取組宣言書を提出した登録企業等の取組内容を確認後、登録の更新を認める

ときは登録証（様式２号）を交付する。この場合において、更新後の登録証の有効期

間は、更新前の登録証の有効期間満了日の翌日から一般事業主行動計画の計画期間の

終了の日又は令和 17 年３月 31 日のいずれか早い日までとする。 

 

８ 登録の取消し 

（１）県は、企業等が登録企業等として適当でなくなったと認めるときは、登録を取り消

すことができる。 

（２）登録の取消しがあった場合、企業等は、遅滞なく県に登録証を返納する。 

 

９ 登録企業等の支援募集 

  登録企業を支援しようとする者は、事前に、登録企業支援申込書(様式４号)を県に提

出し協議するものとする。 

 

10 その他 

（１）仕事と子育ての両立等に関する事項は人的資本経営促進課が担当し、仕事と介護の

両立に関する事項は雇用労働政策課が担当する。 

（２）この要領に定めるもののほか、登録制度などに関し必要な事項は、人的資本経営促

進課担当課長（女性活躍担当）と雇用労働政策課長が別に協議して定める。 

 

   附 則 

 この要領は、平成１８年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１９年２月９日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

    



附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際現に登録証の交付を受けている企業等の登録の有効期間について

は、改正後の規定にかかわらず、当該登録証の有効期間までとする。 

   附 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２６年１１月１９日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３１年１月１８日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年９月２日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和３年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和５年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和６年６月 26 日から施行し、改正後の４（１）及び７（２）の規定は、

令和６年５月 31 日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正前の要領による登録企業等（登録の有効期限が令和７年３月 31 日とされているも

のに限る。）については、当該登録企業等の一般事業主行動計画の終了の日まで登録の有

効期限を延長するものとする。 

３ 県は、前項の規定により有効期限が延長された登録企業等に対し、当該延長後の有効

期間が記載された登録証（様式２号）を交付するものとする。この場合、当該登録証が

交付される以前に交付されていた登録証は失効するものとする。 

４ 改正前の要領による登録企業等に対して交付された登録証については、前項の規定に

よる延長後の有効期間が記載されている登録証が交付される前であっても、当該延長後

の有効期間が記載されているものとみなす。 

 


